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７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して延長サービスを行う

指定通所リハビリテーション事業所にあっては、通所介護と同様であるので、第３の六の３の

（４）の①を参照されたい。 

（４）・（５）  （略） 

（６） 準用 

居宅基準第 119 条の規定により、居宅基準第８条から第 13条まで、第 15条から第 17 条ま

で、第 19条、第 21 条、第 26 条、第 27条、第 32 条、第 33 条、第 35条から第 38条まで、

第 64 条、第 65条、第 96 条及び第 101 条から第 103 条までの規定は、指定通所リハビリテー

ションの事業について準用されるものであることから、第３の一の３の（１）から（７）ま

で、（９）、（11）、（14）、（15）、（22）及び（24）から（28）まで、第３の三の３の

（２）並びに第３の六の３の（１）、（５）及び（６）を参照されたい。この場合において、

特に次の点に留意するものとする。 

① （略） 

② 準用される居宅基準第 101 条第１項については、指定通所リハビリテーション事業所ごと

に、指定通所リハビリテーション従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の理学

療法士、作業療法士、経験看護師等、看護職員及び介護職員の配置、管理者との兼務関係等

を勤務表上明確にし、人員に関する基準が満たされていることを明らかにする必要があるこ

と。 

八 短期入所生活介護 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 121 条及び第 122 条） 

（１）・（２） （略）  

（３） 機能訓練指導員（居宅基準第 121 条第６項） 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力

を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を

有する者（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、

柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６

月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）とする。ただし、利用者の日常生活

やレクリエーション、行事等を通じて行う機能訓練については、当該事業所の生活相談員又は

介護職員が兼務して行っても差し支えない。 

（４）・（５）  （略） 

２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１） 内容及び手続の説明及び同意 

居宅基準第 125 条は、指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対し適切な指定短期入所生

６時間以上８時間未満の通所リハビリテーションの前後に連続して延長サービスを行う指定

通所リハビリテーション事業所にあっては、通所介護と同様であるので、第３の六の３の（４）

の①を参照されたい。 

（４）・（５）  （略） 

（６） 準用 

居宅基準第 119 条の規定により、居宅基準第８条から第 13条まで、第 15条から第 17 条まで、

第 19 条、第 21条、第 26 条、第 27 条、第 32 条、第 33 条、第 35 条から第 38 条まで、第 64 条、

第 65 条、第 96条及び第 101 条から第 103 条までの規定は、指定通所リハビリテーションの事

業について準用されるものであることから、第３の一の３の（１）から（７）まで、（９）、

（11）、（14）、（15）及び（21）から（26）まで、第３の三の３の（２）並びに第３の六の

３の（１）、（５）及び（６）を参照されたい。この場合において、特に次の点に留意するも

のとする。 

① （略） 

② 準用される居宅基準第 101 条第１項については、指定通所リハビリテーション事業所ごと

に、通所リハビリテーション従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の理学療法

士、作業療法士、経験看護師等、看護職員及び介護職員の配置、管理者との兼務関係等を勤

務表上明確にし、人員に関する基準が満たされていることを明らかにする必要があること。 

 

八 短期入所生活介護 

１ 人員に関する基準（居宅基準第 121 条及び第 122 条） 

（１）・（２） （略）  

（３） 機能訓練指導員（居宅基準第 121 条第６項） 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力

を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する者とする。た

だし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事等を通じて行う機能訓練については、当該

事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し支えない。 

 

 

 

（４）・（５）  （略） 

２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１） 内容及び手続の説明及び同意 

居宅基準第 125 条における「サービスの内容及び利用期間等についての同意」については、

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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活介護を提供するため、その提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

当該指定短期入所生活介護事業所の運営規程の概要、短期入所生活介護従業者の勤務体制、事

故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、

実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者がサ

ービスを選択するために必要な重要事項について、わかりやすい説明書やパンフレット等（当

該指定短期入所生活介護事業者が、他の介護保険に関する事業を併せて実施している場合、当

該パンフレット等について、一体的に作成することは差し支えないものとする。）の文書を交

付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所から指定短期入所生活介護の提供を受けること（サ

ービスの内容及び利用期間等を含む）につき同意を得なければならないこととしたものである。

なお、当該同意については、利用者及び指定短期入所生活介護事業者双方の保護の立場から書

面によって確認することが望ましいものである。 

（２）～（15） （略） 

（16） 準用 

居宅基準第 140 条の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第 15条、第 16 条、第 19

条、第 21条、第 26 条、第 32 条から第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで、第 52条、第 101

条、第 103 条及び第 104 条は、指定短期入所生活介護の事業について準用されるものであるた

め、第３の一の３の（２）から（６）まで、（９）、（11）、（14）、（22）、（24）から（28）

まで、第３の二の３の（４）並びに第３の六の３の（５）、（６）及び（７）を参照されたい。

この場合において、準用される居宅基準第 101 条については、 

イ～ハ （略） 

に留意するものとする。 

４ （略） 

５ 共生型短期入所生活介護の基準 

共生型短期入所生活介護は、指定短期入所事業者（指定障害福祉サービス等基準第 118 条第 1

項に規定する指定短期入所事業者をいい、障害者支援施設（障害者総合支援法第 29条第１項に規

定する指定障害者支援施設をいう。）の併設事業所及び空床利用型事業所において事業を行う者

に限る。）が、要介護者に対して提供する指定短期入所生活介護をいうものであり、共生型短期

入所生活介護事業所が満たすべき基準は、次のとおりであること。 

（１） 従業者の員数及び管理者（居宅基準第 140 条の 14 第２号、第 140 条の 15） 

① 従業者 

指定短期入所事業所の従業者の員数が、共生型短期入所生活介護を受ける利用者（要介護

者）の数を含めて当該指定短期入所事業所の利用者の数とした場合に、当該指定短期入所事

業所として必要とされる数以上であること。 

この場合において、昼間に生活介護を実施している障害者支援施設の空床利用型又は併設

型の指定短期入所事業所の従業者については、前年度の利用者の平均障害支援区分に基づき、

書面によって確認することが望ましいものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（15） （略） 

（16） 準用 

居宅基準第 140 条の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第 15条、第 16 条、第 19

条、第 21 条、第 26条、第 32 条から第 38 条まで、第 52 条、第 101 条、第 103 条及び第 104 条

は、指定短期入所生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の（２）

から（６）まで、（９）、（11）、（14）及び（21）から（26）まで、第３の二の３の（４）

並びに第３の六の３の（５）、（６）及び（７）を参照されたい。この場合において、準用さ

れる居宅基準第 101 条については、 

イ～ハ （略） 

に留意するものとする。 

４ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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必要数を配置することになっているが、その算出に当たっては、共生型短期入所生活介護を

受ける利用者（要介護者）は障害支援区分５とみなして計算すること。 

② 管理者 

指定短期入所生活介護介護の場合と同趣旨であるため、第３の八の１の（５）を参照され

たい。なお、共生型短期入所生活介護事業所の管理者と指定短期入所事業所の管理者を兼務

することは差し支えないこと。 

（２） 設備に関する基準（居宅基準第 140 条の 14 第１号） 

指定短期入所事業所の居室の面積が、当該指定短期入所事業所の利用者（障害者及び障害児）

の数と共生型短期入所生活介護の利用者（要介護者）の数の合計数で除して得た面積が 9.9 平

方メートル以上であること。 

その他の設備については、指定短期入所事業所として満たすべき設備基準を満たしていれば

足りるものであること。 

なお、当該設備については、共生型サービスは要介護者、障害者及び障害児に同じ場所で同

時に提供することを想定していることから、要介護者、障害者又は障害児がそれぞれ利用する

設備を区切る壁、家具、カーテンやパーティション等の仕切りは、不要であること。 

（３） 指定短期入所生活介護事業所その他の関係施設から、指定短期入所事業所が要介護者の

支援を行う上で、必要な技術的支援を受けていること。（居宅基準第 140 条の 14 第３号） 

（４） 運営等に関する基準（居宅基準第 140 条の 15） 

居宅基準第 140 条の 15の規定により、第９条から第 13 条まで、第 15条、第 16 条、第 19 条、

第 21 条、第 26条、第 32 条から第 34 条まで、第 35 条から第 38 条まで、第 52 条、第 101 条、

第 103 条、第 104 条、第 120 条及び並びに第９章第４節（第 140 条を除く。）の規定は、共生

型短期入所生活介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の（２）から（６）

まで、（９）、（11）、（14）、（21）から（26）まで、第３の二の３の（４）及び第３の六

の３の（５）から（７）まで並びに第３の八の３の（１）から（15）までを参照されたいこと。 

この場合において、準用される居宅基準第 137 条第３号及び第 138 条の規定について、指定

共生型短期入所生活介護の利用定員は、指定短期入所の事業の専用の居室のベッド数と同数と

すること。つまり、指定短期入所事業所が、併設事業所の場合は指定短期入所の専用の用に供

される居室のベッド数、空床利用型事業所の場合は指定障害者支援施設の居室のベッド数とな

ること。例えば、併設事業所で利用定員 20 人という場合、要介護者と障害者及び障害児とを合

わせて 20人という意味であり、利用日によって､要介護者が 10人、障害者及び障害児が 10 人

であっても、要介護者が５人、障害者及び障害児が 15 人であっても、差し支えないこと。 

（５） その他の共生型サービスについて 

訪問介護と同様であるので、第３の一の４の（５）を参照されたいこと。 

６ 基準該当短期入所生活介護に関する基準 

（１）～（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 基準該当短期入所生活介護に関する基準 

（１）～（３） （略） 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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（４） 運営に関する基準 

居宅基準第 140 条の 32の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第 16条、第 19条、

第 21 条、第 26 条、第 32 条から第 34 条まで、第 35 条、第 36 条（第５項及び第６項を除く。）、

第 37 条、第 38条、第 52 条、第 101 条、第 103 条、第 104 条、第 120 条並びに第４節（第 127

条第１項及び第 140 条を除く。）の規定は、基準該当短期入所生活介護の事業に準用されるも

のであるため、第３の一の３の（２）から（５）まで、（９）、（11）、（14）、（22）、（24）

から（28）まで、第３の二の３の（４）、第３の六の３の（５）、（６）及び（７）並びに第

３の八の３を参照されたい。この場合において、準用される居宅基準第 127 条第２項の規定は、

基準該当短期入所生活介護事業者が利用者から受領する利用料について、当該サービスが結果

的に保険給付の対象となる場合もならない場合も、特例居宅介護サービス費を算定するための

基準となる費用の額（100 分の 90又は 100 分の 80 を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生

じることを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料と、保険給付

の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理

な差額を設けることを禁止する趣旨である。 

なお、当該事業所による短期入所生活介護が複数の市町村において基準該当短期入所生活介

護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料が異なることは認められないもので

ある。 

また、準用される居宅基準第 138 条第２項中「静養室」を「静養室等」と読み替える規定は、

床面積が 7.43 平方メートル以上確保されている場合には、静養室以外においても基準該当短期

入所生活介護を行うことができるものであり、このこと以外は、第３の八の３の（14）を準用

する。 

 九 短期入所療養介護 

１ 人員に関する基準・設備に関する基準（居宅基準第142条及び第143条） 

（１） 本則 

いわゆる本体施設となる介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、療養病床を

有する病院又は診療所が、それぞれの施設として満たすべき人員・施設基準（ユニット型介護

老人保健施設、ユニット型介護医療院及びユニット型指定介護療養型医療施設に関するものを

除く。）を満たしていれば足りるものとする。また、本体施設が療養病床を有する病院又は診

療所については、それぞれの施設として満たすべき施設基準に加えて消火設備その他の非常災

害に際して必要な設備を有することとしている。 

（２） （略） 

２ 運営に関する基準 

（１）～（８） （略） 

（９） 定員の遵守 

居宅基準第154条は、利用者に対する適切な指定短期入所療養介護の提供を確保するため、

（４） 運営に関する基準 

居宅基準第 140 条の 32の規定により、居宅基準第９条から第 13条まで、第 16条、第 19条、

第 21 条、第 26条、第 32 条から第 35 条まで、第 36 条（第５項及び第６項を除く。）、第 37

条、第 38条、第 52 条、第 101 条、第 103 条、第 104 条、第 120 条並びに第４節（第 127 条第

１項及び第 140 条を除く。）の規定は、基準該当短期入所生活介護の事業に準用されるもので

あるため、第３の一の３の（２）から（５）まで、（９）、（11）、（14）、（21）から（26）

まで、第３の二の３の（４）、第３の六の３の（５）、（６）及び（７）並びに第３の八の３

を参照されたい。この場合において、準用される居宅基準第 127 条第２項の規定は、基準該当

短期入所生活介護事業者が利用者から受領する利用料について、当該サービスが結果的に保険

給付の対象となる場合もならない場合も、特例居宅介護サービス費を算定するための基準とな

る費用の額（100 分の 90又は 100 分の 80を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じること

を禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料と、保険給付の対象と

ならないサービスの利用料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を

設けることを禁止する趣旨である。 

なお、当該事業所による短期入所生活介護が複数の市町村において基準該当短期入所生活介

護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料が異なることは認められないもので

ある。 

また、準用される居宅基準第 138 条第２項中「静養室」を「静養室等」と読み替える規定は、

床面積が 7.43 平方メートル以上確保されている場合には、静養室以外においても基準該当短期

入所生活介護を行うことができるものであり、このこと以外は、第３の八の３の（14）を準用

する。 

 九 短期入所療養介護 

１ 人員に関する基準・設備に関する基準（居宅基準第142条及び第143条） 

（１） 本則 

いわゆる本体施設となる介護老人保健施設、介護療養型医療施設、療養病床を有する病院又

は診療所が、それぞれの施設として満たすべき人員・施設基準（ユニット型介護老人保健施設

及びユニット型指定介護療養型医療施設に関するものを除く。）を満たしていれば足りるもの

とする。また、本体施設が療養病床を有する病院又は診療所については、それぞれの施設とし

て満たすべき施設基準に加えて消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を有することと

している。 

（２） （略） 

２ 運営に関する基準 

（１）～（８） （略） 

（９） 定員の遵守 

居宅基準第154条は、利用者に対する適切な指定短期入所療養介護の提供を確保するため、

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 


